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1．調査・研究の背景 

日本社会の少子高齢化や人口減少が進行する中で、

建設分野においてもグローバル化が避けられない

状況になっている。建設業のグローバル化は難し

いといわれているが、その理由として、よく指摘

される語学面の問題だけではなく、①日本の建設

業が日本の社会構造に根差し独自のシステムを構

築してきたこと、②海外諸国の資格、規格、基準、

業界慣習などの情報把握・整理が 1 企業では難し

いこと、③日本人の人件費が高く日本のやり方で

は競争力がないこと、などが挙げられる。 

 

このような問題はあるものの、日本の高度な建築

設備技術力による潜在的な国際競争力は高いと思

われ、また今後建築における設備の重要性がさら

に大きくなる中で、海外において日本の設備技術

者に対するニーズが拡大するものと予想される。 

このような状況を踏まえて、建築設備技術者が海

外で仕事をするうえで検討すべき課題について基

礎的な調査を行うことが、今後の国際化へ向けて

の貴重な参考データになるものと判断した。 

 

2．調査・研究の目的 

日本の建築設備技術者が海外展開するために理解

しておくべき資格や法規類を把握するとともに、

課題と必要な対策を調査・研究することとした。 

(ア) 資格制度、法規・規格・基準等 

① 海外で業務を行う上で必要な資格 

② 海外で業務を行う上で理解しておくべき

法規、規格、基準等 

(イ) 海外における建築設備設計、施工の実態 

① 建築設備における日本との相違点 

② 海外にて価値が認められている技術 

(ウ) 日本の技術とサービス 

① 海外工事の現状、日本企業の参入状況 

② 欧米諸国との比較 

③ 日本が評価・期待されていること 

④ 日本が海外展開するために必要な対策 

⑤ 海外向け建築設備技術者の育成・教育 

 

3．調査・研究の方法 

上記の調査・研究を行うにあたり、調査国を抽出

してアンケート調査を実施した。調査国として、

日本と政治・経済等で緊密な関係にあり今後の経

済発展が期待される ASEAN 諸国から、比較的経

済規模が大きく安定して日本との業務取引も多い、

タイ王国、インドネシア共和国、シンガポール共

和国の 3 か国を抽出した。 

アンケート調査は、①調査国の発注者向け、②調

査国の建築設計事務所・建設会社・設備設計事務

所・設備工事会社向け、③海外で活躍される日本

の建築家向け、の 3 つのグループを対象とした。 



4．調査・研究の成果 

調査・研究結果について、主要な項目について以

下に概要を述べる。 

（1）海外で業務を行う上で必要な資格 

各国にはそれぞれ固有の技術者資格制度があるが、

会社として有資格者を保有していればよく、駐在

する日本人が資格を所持していなければならない

ものではない。日本人技術者はマネージャーとし

て、資格を有する現地スタッフを如何に育成・活

用できるかが重要である。 

 

（2）海外で業務を行う上で理解しておくべき 

法規・規格・基準等 

建築設備や消火設備、環境汚染関連、電気・ガス

等について各国とも程度の差はあれ法規・規格・

基準を有するため、最低限の知識を持つことが業

務遂行上必須である。 

なお、アジア等では NFPA、IEC、BS、ASHRAE

等の国際基準・規格が採用されるケースがあるた

め、その特徴を理解し採否の検討を行う。 

 

（3）日本の建築設備技術者が海外で評価されてい

ること 

調査の結果、「設備への知識・技術」、「業務への取

組み姿勢」、「サービス全般の信頼度」、「工程維持

の信頼性」について、高い評価であった。これら

の技術力は、国内業務で培ってきたノウハウであ

り、いわゆる“日本ブランド”として海外でも強

い武器になると考えられる。 

 

（4）日本の建築設備技術者が海外展開する 

ための課題と必要な対策 

日本人建築設備技術者が劣っているとされる上位

3 項目は以下の通りである。 

1 位：言語・コミュニケーション能力 

2 位：現地の法規・技術・工法の理解 

3 位：コスト意識 

これ以外に、過剰スペック、意思決定の遅さ、プ

レゼ能力不足、協調性不足等が挙げられている。 

「言語・コミュニケーション能力」については、

英語が基本的な共通言語として求められるほか、

海外で競争していくには国内で養われた技術力だ

けでなく、海外業務を担うのに相応しい人材育成

が必要となる。国際ビジネス感覚を磨き、現地社

会を理解し尊重する姿勢を持ちリーダーシップを

発揮できる人材を育てる必要がある。 

「現地の法規・技術・工法の理解」、「コスト意識」

については、日本の技術への優位性意識と現地事

情の理解不足等、基本的な取組み姿勢に関わる問

題と思われる。現地事情をよく理解し、現地の要

求に見合った技術的・経済的合理性のある高付加

価値の設計・施工が求められている。 

 

5．終わりに 

海外において日本の建築設備技術者への潜在的期

待は高い。国際化対応への課題を述べたが、これ

らは個人の努力のみならず、企業・業界としても

今後対応を速やかに検討すべきものと考える。 
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